
報 酬 給 料
期末手当
年間支給
率（月分）

地域手当/
調整手当

寒 冷 地
手 当

そ の 他
の 手 当

計

12,989

(4.40)

63,110

（4.65）

計 1,354 269,685 29,520 76,099 0 0 0 375,304 20,473 395,777

11,513

（3.90）

65,432

（4.65）

計 2,240 325,062 29,520 76,945 0 0 0 431,527 20,540 452,067

長 等 0 0 0 1,476 0 0 0 1,476 637 2,113

議 員 △ 2 △ 3,722 0 △ 2,322 0 0 0 △ 6,044 △ 704 △ 6,748

その他の
特 別 職

△ 884 △ 51,655 0 0 0 0 0 △ 51,655 0 △ 51,655

計 △ 886 △ 55,377 0 △ 846 0 0 0 △ 56,223 △ 67 △ 56,290

比 較

給　与　費　明　細　書

共 済 費 合 計区 分
職 員 数
（ 人 ）

給 与 費

１　特別職

本年度

前年度

長 等

議 員

その他の
特 別 職

3

2,209

0 29,520 0

28 139,442 0 0

0 0 41,033

0 0 204,874

5,411

15,129

46,444

220,003

0 00

長 等

議 員

その他の
特 別 職

3 0 29,520

26

0

0

1,325 133,965 0

135,720

0 0 0

0 0 0

48,557

213,255

133,965

42,509

198,830

133,965

6,048

14,425

0

185,620 0 0

         （単位　千円）

185,6200 0 0 185,620 0



２　一般職

報 酬 給 料 計

(  0  )

945

(  0  )

961

(  0  )

△ 16

区 分 扶 養 手 当
地域手当/調
整手当

通 勤 手 当
特 殊

勤 務 手 当
夜 間

勤 務 手 当

本 年 度 112,711 319,587 59,673 4,560 8,122

前 年 度 118,308 366,744 68,370 4,560 9,263

比 較 △ 5,597 △ 47,157 △ 8,697 0 △ 1,141

区 分
休 日

勤 務 手 当
管理職手当 勤 勉 手 当

本 年 度 48,698 86,079 528,648

前 年 度 49,818 78,357 522,822

比 較 △ 1,120 7,722 5,826

＊　（　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

職員手当の
内 訳

                　（単位　千円）

             　　（単位　千円）

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

備 考区 分
職　員　数
　　　（人）

給 与 費

職 員 手 当

合 計

住 居 手 当

△ 210

1,571

1,702

△ 131

427

637

1,129,364

957,923

171,441

48,801

45,502

3,299

期 末 手 当 初 任 給 調 整 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

113,851

123,941

△ 10,090

6,269,568 995,652

（１）　総　　括

共 済 費

本 年 度 0 7,265,220

前 年 度 0 3,961,388 2,347,947 6,309,335 1,005,361 7,314,696

3,807,476 2,462,092

△ 39,767 △ 9,709 △ 49,476比 較 0 △ 153,912 114,145



（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

区分 増 減 額 備 考

△ 153,912 51,487 平均定昇率　　　　１．4　％ 平均定昇率
昇給期別職

員 数
８７８人

間差額の総和÷給料月
額の総和

４月 ５１０人

７月 １３４人

１０月 　１００人

１月 １３４人

114,145 期末手当 190,196
平成１７年度のみ
減額

扶養手当 △ 1,758

地域手当（調整手当） △ 39,948

勤勉手当 18,229

給
 
 
 
 

料

職
 

員
 

手
 

当

△ 52,574

△ 23,477

その他の増減分

特 例 条 例 に
伴 う 増 減 分

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

190,196

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

その他の増減分 △ 192,110

普通昇給に伴う
 増　　加　　分

制度改正に
伴う増減分

△ 13,289



（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当り給与

＊　平成18年4月1日現在の平均給料月額等は推計による

イ　初任給 （単位　円）

高校卒

大学卒

高校卒

大学卒

59.0945.11 39.11 45.04 43.03

595,700

418,960 364,822 383,703 478,992 396,650 1,012,517

351,013 308,570 339,090

52.0344.04 42.08

福祉職

150,100

245,800 170,700 194,000

138,800

412,734 374,705 406,698 392,268354,274

区 分 税 務 職 医 療 職

350,956 302,168

福 祉 職

平成18年4月1日
現 在

一般行政職

597,700341,362

平成18年4月1日現在

平成17年4月1日現在

消 防 職一般行政職 税 務 職 福 祉 職区 分

177,400 177,400

38.04

143,300

176,800

142,800

45.02

143,300143,300

146,800142,800

176,800

142,800 151,400

245,100 170,200 193,400

医療職（一）

技能労務職 医 療 職

国 の 制 度

一般行政職 税務職

176,800 185,000 175,400 235,200

142,400 138,400 149,700

235,900177,400

151,900

185,600

142,900 147,200

175,900

技能労務職消 防 職

349,893

351,079

53.02

339,335

1,046,342

58.09

平成17年4月1日
現 在

平均給料月額
（ 円 ）

平 均給与月額
（ 円 ）

平均年齢（歳・月）

平 均給料月額
（ 円 ）

平 均給与月額
（ 円 ）

平均年齢（歳・月）

335,722



技 能労
務 職

職 員数
（ 人 ）

構 成比
（ ％ ）

職員数
（ 人 ）

構成比
（ ％ ）

職 員数
（ 人 ）

構 成比
（ ％ ）

職員数
（ 人 ）

構成比
（ ％ ）

職 員数
（ 人 ）

職 員数
（ 人 ）

構 成比
（ ％ ）

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

26 5.2 10 12.2 9 7.9 21 14.0

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

37 7.4 10 12.2 8 7.0 9 6.0

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

205 40.9 39 47.6 97 85.1 67 44.7

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

135 26.9 16 19.4 33 22.0 1 100.0

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

40 8.0 3 3.7 8 5.3

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

36 7.2 3 3.7 8 5.3

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

13 2.6 1 1.2 3 2.0

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

9 1.8 1 0.7

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

501 100.0 82 100.0 114 100.0 150 100.0 47 1 100.0

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

28 5.5 13 16.0 9 7.9 22 14.9

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

46 9.0 16 19.8 12 10.5 11 7.4

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

214 41.7 31 38.3 93 81.6 70 47.3

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

137 26.7 14 17.3 26 17.6 1 100.0

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

33 6.4 4 4.9 8 5.4

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

33 6.4 3 3.7 8 5.4

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

13 2.5 2 1.4

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

9 1.8 1 0.6

(  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  ) (  0  )

513 100.0 81 100.0 114 100.0 148 100.0 51 1 100.0

＊　平成18年4月1日現在の職員数等は推計による

＊　（　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書

ウ　級別職員数

7 級

2 級

3 級

8 級

計

1 級

平成17年4月1日
現 在

3 級

計

5 級

6 級

7 級

8 級

2 級

51

消 防 職 医 療 職

47

4 級

福 祉 職

4 級

5 級

6 級

税 務 職

区 分

一 般 行 政 職

1 級

平成18年4月1日
現 在



区分 税 務 職 福 祉 職

１ 級
一 般 職
に 同 じ

一 般 職
に 同 じ

５ 級 〃 〃

６ 級 〃 〃

７ 級 〃 〃

８ 級 〃 〃

医 療 職

医療業務又は保健業務を行う
職務

１　本庁の課長又はこれに相当
　する職務

２　困難な医療業務又は保健
　業務を行う職務

１　本庁の副部長又はこれに
  相当する職務

消 防 職

定型的な業務を行う
消防士等の職務

相当高度の知識又
は経験を必要とする
業務を行う消防士等
の職務

特に高度の知識又
は経験を必要とする
業務を行う消防士等
の職務

（級別の標準的な職務内容）

〃

〃

〃

一 般 行 政 職

定型的な業務を行う職務

相当高度の知識又は経
験を必要とする業務を行
う職務

〃２ 級

４ 級

３ 級 〃
特に高度の知識又は経
験を必要とする業務を行
う職務

本庁の副部長の職務又
はこれに相当する職務

本庁の課長補佐及び室
長補佐の職務又はこれ
に相当する職務

本庁の課長及び室長の
職務又はこれに相当する
職務

本庁の係長の職務又は
これに相当する職務

〃

本庁の部長の職務又は
これに相当する職務

消防長の職務

２　特に困難な医療業務又は
　保健業務を行う職務

１　本庁の部長又はこれに相当
　する職務

２　特に困難な医療業務又は
　保健業務を行う職務

次長及び消防署長
の職務

課長補佐及び副分
署長の職務

課長、副署長及び分
署長の職務

係長の職務



６ 月 １ ２ 月

（1.10） （1.25） （2.35）

2.125 2.325 4.45

（1.00） （1.10） （2.10）

1.85 2.05 3.90

( 1.10 ) ( 1.25 ) ( 2.35 )

2.125 2.325 4.45

区 分
２ ０ 年

勤 続 の 者
２ ５ 年

勤 続 の 者
３ ５ 年

勤 続 の 者
最 高 限 度 額 備 考

支 給 率 等 27.3 42.12 59.28 59.28

国 の 制 度
（支給率 等）

30.55 41.34 59.28 59.28

カ　地域手当（調整手当）

　*　経過措置有。（段階的に、国の制度にあわせる）

エ　期末手当・勤勉手当

区 分

（単位　月分）

オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計 備 考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

（単位　月分）

有

有

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

　*　（　　）内は再任用職員の標準的な支給率

有

定年前早期退職特例措
置 （ ２ ％ ～ ２ ０ ％ 加 算 ）

勧奨退職最高２号給

そ の 他 の 加 算 措 置 等 退 職 時 特 別 昇 給

定年前早期退職特例措
置 （ ２ ％ ～ ２ ０ ％ 加 算 ）

国の制度（支給率） （％）

8

944

6

支 給 対 象 地 域 三 郷 市 内

支給率 （％）

支給対象職員数 （人）



キ　特殊勤務手当（平成18年４月１日現在）

ク　その他の手当

区 分

住 居 手 当

通 勤 手 当 異なる
特別急行列車の特別料金及び高速自動車国道の通
行料金の２分の１を支給することができる｡

2.004

0.099

15.928支 給 対 象 職 員 の 比 率

0.001

（単位　％）

所有に係る住宅
国   5年以下2,500円

異なる

代 表 的 な 職 種

区 分 全 職 種

差 異 の 内 容

所有に係る住宅
市  5年以下3,800円
5年超2,800円

国 の 制 度
と の 異 同

一 般 行 政 職 消 防 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.1

17.9




